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５．研究・調査の目的 

 本研究は、大規模かつ長期的な住民避難という未曾有の事態へとつながっていった 2011

年 3月 11日の東日本大震災及び福島第一原子力発電事故について、その避難プロセスとリ

スク認識の実態について、民主主義国家におけるリスク、意思決定、合意形成にかかる課

題の観点から、被災者やステークホルダーへの聞き取り調査を中心に検討することで、環

境変化に起因する住民の移動という現象を包括的かつ学際的に解明することを目的とした。 

 

６．研究・調査の成果 



 ２ 

 ６－１ 研究・調査の成果 

本研究は、津波による被害や原発事故の影響で避難を余儀なくされた住民、行政関連部

署で働く人々といった被災地における多様な行為主体を対象として、2012 年 1 月から 6 月

の期間で総数 106 人を対象とした聞き取り調査に基づいて得られた一次資料と、既存研究

やメディア報道などを整理した二次資料を基に、社会科学の視点から分析・調査を行った。 

震災の初動対応としての一連の避難プロセスに焦点を当てた分析においては、緊急時に

おける中央集権型の情報伝達システムが機能せず、様々な局面で情報共有の欠如、意思決

定における混乱や、コミュニケーションの齟齬からの行為主体間の不信感の増長などが見

られ、結果として脆弱なシステムとなっていたことが明らかとなった。また、被災自治体

において、住民が原発に関するリスクを十分に認識していなかったことが、避難プロセス

にも影響を及ぼしていることがわかった。文化人類学の観点からの分析においては、『安全

神話』とも称される日本社会における原発のリスク認識が、第二次世界大戦前の『無敗神

話』に類似性を見出せるような、深く日本の社会と文化に根ざすものであるとし、文化的

な文脈においても現在の日本社会が重要な岐路に立たされているとし、社会・文化的なシ

ステムや現実意識の上でも変革がもたらされる可能性があることを示した。 

また、日本の原子力規制制度の過程の検証から、ダブルチェック体制という日本の規制

制度自体が抱える問題と規制対象である電力事業者の問題（垂直統合の地域独占体制）の

複合や、日本の原子力規制制度とされるものが、一貫して原子力開発制度に依存しており、

制度論的アプローチによる分析から、開発制度が基幹制度であり規制制度は補完制度に過

ぎなかったと指摘、問題とされるのが規制制度や規制組織の技術的能力ではなく、社会的

能力であったことを示した。 

フランスにおける研究チームは、災害による当面の影響のみに留まらず、より長期的な、

日本社会の基礎が揺るがされたことによる『影響の連鎖（Chain of Impacts）』に焦点を当

て、いわば東日本大震災の全体図ともいえるビジョンを明確にしつつ、現代の民主主義国

家において浮き彫りになった『脆弱性』という問題の所在を解明した。日本以外の民主主

義国家にとっても、リスク認識や災害マネジメントや安全規制に関する文脈で非常に重要

とされる問題であると考えられる。 

本研究によって得られた結果や知見は、今後の同様の震災への対策に貢献すると考えら

れる。また、今回得られた知見は、今後例えば、気候変動問題などへの対応といった 21世

紀の持続可能性にかかる諸問題やそのガバナンスに関する研究の基盤にもなるものであり、

今後そうした方面でのリスクやレジリエンスの研究の展開にも貢献するものと考えられ

る。 
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